
 

東京都板橋区家庭的保育事業等認可等事務取扱要綱 

 

(平成２８年４月１日 板橋区長決定) 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第３４条の１５第２項及び第７項の規定並びに児童福祉法施行規則（昭和２３年厚

生省令第１１号。以下「法施行規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めることにより、適正な認可等事務を行うことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の定義は、法、法施行規則、東京都板橋区家庭的保

育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年板橋区条例第２６

号。以下「条例」という。）及び東京都板橋区特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年板橋区条例第２７号）に規

定する用語の例による。 

（認可等事務） 

第３条 区長は、家庭的保育事業等の認可等の事務にあたり、法、法施行規則及び条

例その他関係法令に基づき行うものとする。 

（認可申請手続き） 

第４条 家庭的保育事業等の認可を受けようとする者（以下「設置者」という。）は、

事前に区と協議しなければならない。 

２ 区長は、家庭的保育事業等の認可をしようとするときは、板橋区子ども・子育て

会議条例（平成２５年板橋区条例第３３号）に基づき設置された板橋区子ども・子

育て会議の意見を聴かなければならない。 

３ 設置者は、家庭的保育事業等認可申請書（別記第１号様式）に次条に掲げる書類

を添付し、区長が指定する日までに区長宛て提出すること。 

４ 区長は、前項の申請に対し、当該内容を審査し、その結果について、認可する場

合は家庭的保育事業等認可通知書（別記第２号様式）を、認可しない場合は家庭的

保育事業等の認可をしない旨の通知書（別記第３号様式）を設置者宛て交付するも

のとする。 

（提出書類） 

第５条 法施行規則第３６条の３６第１項及び第２項の規定により家庭的保育事業等

認可申請書（別記第１号様式）に添付する書類は次に掲げるものとする。 

  職員に関するもの 

ア 職員の構成 

イ 職員の履歴書の写し 

ウ 職員の雇用契約書の写し 

エ 職員の資格証明書等（保育士登録書等）の写し 

オ 嘱託医契約書の写し 

  建物、その他の設備に関するもの 



 

ア 建物の案内図（施設名称、施設の所在地、最寄駅からの経路、代替屋外遊戯

場の位置及び周辺環境が表示されているもの） 

イ 建物の配置図（敷地全体を表示し、施設から公道までの２か所２方向の避難

経路を図示すること。施設を２階以上に設置する場合は、各階の避難経路も表

示すること。） 

ウ 建物の平面図（各施設を使用区分である歳児ごとに明示し、各室等の面積、

非常口の位置、各保育室からの避難経路及び構造を記載すること。） 

エ 建物建築時の建築確認申請書、確認済証の写し及び検査済証の写し。ただし、

検査済証を紛失している場合は検査済証に代えて台帳記載事項証明書を提出す

ること。（既存建築物の場合） 

オ 用途変更に係る建築確認申請書、確認済証の写し（１００㎡を超える場合） 

カ 建物及び土地の登記事項証明書（自己所有物件でない場合は、賃貸借契約書 

等）の写し 

キ 管轄消防署から通知される「検査結果通知書」の写し 

ク 「保育所における室内化学物質対策実施基準」(別表１)に基づき実施した化

学物質の測定結果（厚生労働省が規定する指針値以下であることがわかる証明

書等） 

  運営に関するもの 

ア 保育所規則（保育所運営規程） 

イ 保育所就業規則 

ウ 重要事項説明書 

エ 利用乳幼児に関する保険の契約書等、加入を証する書類の写し 

オ 保育計画（保育目標、保育課程、指導計画） 

カ １日の保育のスケジュール 

キ 緊急時に対応するための措置を明記したもの（事故防止対策、災害対策等） 

ク 苦情に対応するための措置を明記したもの（考え方、取組、対応から解決に 

至らせるためのフローチャート、第三者委員の肩書及び氏名等） 

  設置者に関するもの 

ア 決算書（過去３期分） 

イ 今後５年間の収支計画書 

ウ 代表者の履歴書 

エ 登記事項証明書 

オ 定款 

カ 法第３４条の１５第３項の基準を順守する誓約書（別記第４号様式） 

キ 役員名簿 

  その他区長が必要と認めるもの 

（認可内容変更） 

第６条 次の各号の認可内容を変更するときは、事前に区と協議し、法施行規則第３

６条の３６第３項及び第４項に基づき、家庭的保育事業等認可内容変更届（別記第

５号様式。以下「変更届」という。）に、区長が指定する日までに必要な書類を添



 

付し、区長宛て提出すること。また、届出後、受理したことの通知を行う。 

  施設の名称、所在地（住所）、位置の変更 

区長が必要と認めるもの 

  設置者の名称、所在地（住所）の変更 

登記事項証明書 

  代表者若しくは実務に当たる役員等（幹部職員）の変更 

ア 登記事項証明書（設置者が個人の場合は、代表者の住民票） 

 イ 代表者の履歴書（法人（個人含む）代表者の変更の場合のみ） 

  建物の規模または構造、使用区分（保育室、遊戯室、乳児室、ほふく室等の設

置位置等）、屋外遊戯場及び施設敷地の使用に係る権利関係の変更 

ア 建物の案内図（施設名称、施設の所在地、最寄駅からの経路、代替屋外遊技 

場の位置及び周辺環境が表示されているもの） 

イ 変更前後の施設の配置図及び建物の平面図 

ウ 各室から屋外避難場所までの経路を示した平面図（非常口が火災等非常時に 

入所児童の避難に有効な位置に２か所２方向設置されていることが分かるも 

の。） 

エ 建築確認申請書、確認済証及び検査済証の写し（建物の規模構造に変更があ

る場合に限る。） 

オ 土地及び建物の登記事項証明書。ただし、届出時に登記がなされていない場

合には、登記後送付すること。（自己所有物件の場合） 

カ ｢保育所における室内化学物質対策実施基準」（別表１）に基づき実施した測

定結果（厚生労働省が定める指針値以下であることが分かるものであること。

工事を伴う建物の変更の場合に限る。） 

  定員、類型等の運営に関する変更 

保育所運営規定のほか区長が必要と認めるもの 

  施設長若しくは管理者の変更 

ア 施設長若しくは管理者の履歴書 

イ 施設長若しくは管理者要件を充足することを証する書面（保育士証の写し、 

勤務証明等） 

  給食の提供方法に関する変更 

ア 新たに調理業務を第三者に委託して給食提供することとなった場合、調理業

務委託契約書の写し（委託先を変更する場合を含む） 

イ 新たに搬入施設から食事を搬入することとなった場合、外部搬入に係る契約

書の写し（外部搬入先を変更する場合を含む） 

（廃止・休止） 

第７条 家庭的保育事業等における廃止又は休止は、その公共性から、多大な影響を

及ぼすため、設置者は、廃止又は休止をしようとする日以前、相当期間の余裕をも

って、区長に協議すること。また、休止とは原則１年を超えない期間停止するもの

とする。 

なお、建物設備について区の補助がなされた保育所を廃止しようとするときは、



 

あらかじめ文書をもって区長宛てに協議しなければならない。 

（廃止又は休止の手続） 

第８条 廃止又は休止しようとする設置者は、法第３４条の１５第７項及び法施行規

則第３６条の３７第１項各号の規定により、家庭的保育事業等廃止(休止) 承認申請

書（別記第６号様式）に次に掲げる書類を添付し、承認を得ようとする日の１か月

前までに区長宛て提出すること。 

ア 財産処分の具体的方法 

イ 職員の退職後の状況 

ウ 現に保育を受けている乳幼児に対する措置 

エ 家庭的保育事業等認可通知書 

２ 区長は、前項の申請に対し、当該内容を審査し、その結果を通知するものとする。 

 

付則 

 

１ この要綱は、区長決定の日から施行する。 

２ 家庭的保育事業等の認可等に係る取扱いについて、本要綱に定めるものを除いて

は、板橋区小規模保育事業の設備及び運営に関する要綱（平成２７年１２月７日区

長決定）等、各家庭的保育事業等の規定に従う。 

３ この要綱を施行するために必要な準備行為は、この要綱の施行前においても行う

ことができる。 





（第１号様式） 

家庭的保育事業等認可申請書 

  年  月  日 

（宛先） 板 橋 区 長 

 

設置者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

                                   

設置者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者氏名。記名押印） 

                       

 

家庭的保育事業等の施設を設置したいので児童福祉法第３４条の１５第２項の規定に基

づき認可申請いたします。 

1 

 

 

 

事 業 の 種 別

 

 

(該当の□にﾁｪｯｸ)

□ 家庭的保育事業 

□ 小規模保育事業Ａ型 

□ 小規模保育事業Ｂ型 

□ 小規模保育事業Ｃ型 

□ 保育所型事業所内保育事業 

□ 小規模型事業所内保育事業 

□ 居宅訪問型保育事業 

2 
事 業 所 ( 園 )

の 名 称
 

3 
事 業 所 ( 園 )

の 所 在 地
 

4 
事 業 所 ( 園 )

の 連 絡 先
 

5 設 置 主 体

 名   称 

 所 在 地 

 連 絡 先 

 代表者氏名 

6 定 員

※年齢別にご記入ください 

7 
事業開始予定

年 月 日
     年   月   日 

 



（第２号様式） 

第     号 

年  月  日 

 

（設置者名） 

板橋区長 

 

 

家庭的保育事業等認可通知書 

 

 

 年  月  日付けで申請のあった家庭的保育事業等の認可について、児童福祉法第

３４条の１５第２項の規定により、下記のとおり通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 施 設 の 名 称 

２ 施 設 の 種 類 

３ 施 設 の 所 在 地 

４ 設 置 主 体 

５ 設 置 主 体 の 所 在 地 

６ 設置主体の代表者氏名 

７ 定 員 

８ 適 用 年 月 日     年  月  日 



（第３号様式） 

第     号 

年  月  日 

 

（設置者名） 

板橋区長 

 

 

家庭的保育事業等の認可をしない旨の通知書 

 

 

 年  月  日付けで申請のあった家庭的保育事業等について、下記により認可しな

いこととしましたので通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 申請内容 

 (1) 事業の種類 

 (2) 事業所の名称 

 

２ 認可しないこととした理由 

 



（第４号様式） 

 

児童福祉法第３４条の１５第３項の基準に関する誓約書 

 

 

  年  月  日 

 

（宛先） 板 橋 区 長 

 

所 在 地 

設置者 名 称 

代表者氏名              ○印 

 

 

 

法第３４条の１５第２項及び法施行規則第３６条の３６第１項及び第２項に基づき認可

の申請を行うにあたり、法第３４条の１５第３項の基準に抵触していないこと及び、開設

後においても同様に抵触せず、適正な運営を行うことを誓約いたします。 

なお、万一抵触した場合には、直ちに本保育所の廃止を申請するとともに、その際、保

育を提供している乳幼児の保育の継続について、責任を持って対応いたします。 



（第５号様式） 

 

家庭的保育事業等認可内容変更届 

 

     年  月  日 

 

（宛先） 板 橋 区 長 

 

設置者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

                                          

          設置者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者氏名。記名押印） 

                                                                  

 

児童福祉法施行規則第３６条の３６ 
□ 第３項 

□ 第４項 
の規定により申請します。 

事 業所 ( 園 )の 名称  

事業所(園)の所在地  

事 業 の 類 型

□ 家庭的保育事業 

□ 小規模保育事業Ａ型 

□ 小規模保育事業Ｂ型 

□ 小規模保育事業Ｃ型 

□ 保育所型事業所内保育事業 

□ 小規模型事業所内保育事業 

□ 居宅訪問型保育事業 

変 更 内 容
 

 

変 更 す る 理 由
 

 

変更（予定）年月日    年   月   日 

 



（第６号様式） 

 

家庭的保育事業等廃止(休止)承認申請書 

 

  年  月  日 

（宛先） 板 橋 区 長 

 

設置者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

                                  

設置者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者氏名。記名押印） 

                       

 

下記事業の廃止(休止)をしたいので児童福祉法第３４条の１５第７項及び児童福祉法

施行規則第３６条の３７第１項各号の規定に基づき、必要書類を添付して申請します。 

事業所(園)の名称  

事業所(園)の所在地  

事 業 の 種 類

□ 家庭的保育事業 

□ 小規模保育事業Ａ型 

□ 小規模保育事業Ｂ型 

□ 小規模保育事業Ｃ型 

□ 保育所型事業所内保育事業 

□ 小規模型事業所内保育事業 

□ 居宅訪問型保育事業 

廃止(休止)する理由

 

 

 

(廃止の場合) 

廃 止 年 月 日
年   月   日 

(休止の場合) 

休 止 予 定 期 間

年   月   日  ～   年   月   日 

(※休止の場合、休止期間は１年を超えないものとする。) 

（添付書類） 

１ 財産処分の具体的方法が明記された書類 

２ 職員の退職後の状況が明記された書類 

３ 現に保育を受けている乳幼児に対する措置が明記された書類 

４ 家庭的保育事業等認可通知書 


